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要　　旨
　目的：本研究は、認定看護師が医師から看護師へタスク・シフト／シェアできると考える特定行為（以
下行為とする）を明らかにする。

　方法：日本看護協会に登録されているＡ県内の認定看護師を対象とし、38行為について、医師から看

護師へのタスク・シフト／シェアできる行為に関する認識調査をWeb上で実施した。
　結果：回収数は235名（回収率22.7%）であった。対象者の看護師経験年数は21～ 30年が55.8%、

就業場所は病院が91.1%、施設規模は500 ～ 600床未満18.7%、800床以上が14.5%であった。医師

から看護師へタスク・シフト／シェアができるとの回答が多かった行為は【脱水症状に対する輸液による
補正】（n=187, 81.0%）、【褥瘡又は慢性創傷の治癒における血流のない壊死組織の除去】（n=185, 

79.4%）、【持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整】（n=164, 70.1%）、【創傷に対する陰圧閉鎖療

法】（n=163, 71.2%）であった。タスク・シフト／シェアできないとの回答が多かった行為は【心嚢ド
レーン抜去】（n=181, 79%）を含む循環器関連の5行為であった。

　結論：認定看護師がタスク・シフト／シェアできると考える行為は、認定看護師教育のB課程に含まれ
る2行為と、皮膚・排泄ケア認定看護師が特定行為研修開始以前より医師の直接指示で実施してきた2行

為であった。

Ⅰ．緒　　言

　特定行為（以下、行為とする）に係る看護師

の研修制度は、団塊の世代が後期高齢者になる

2025年に向けて、在宅医療の推進を図るため

に、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医

師または歯科医師の判断を待たずに、手順書に

より一定の診療の補助を行う看護師を養成し確

保していく必要がある（厚生労働省，2014）と

して、2015年10月に厚生労働省の認可を受け

た指定研修機関での教育を開始した。2025年

までに10万人を目指していたが2024年9月の

時点で研修修了生は11,441名と、やっと1割に

達した現状である（厚生労働省，2025）。そこ

で厚生労働省は地域医療の推進のため、特定行

為研修修了者の養成を増加するために特定行為

研修の時間数の削減などの議論を開始した（厚

生労働省， 2018）。しかし、2024年から開始さ

れる「医師の働き方改革のためのタスク・シフ

ト／シェアの推進」についても現場は取り組ま

なくてはならない現状となった。

　看護師の特定行為研修制度は、厚生労働省が

看護師全体のレベルアップ、特に「在宅医療の
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推進」を目指す目的で開始された。日本看護協

会も看護師がさらにその役割を発揮できるよう、

本制度を活用していくことが重要だと考え、制

度の周知及び活用を推進していた。しかしなが

ら、2017年から議論が開始された「医師の働

き方改革に関する検討会」（厚生労働省，2019）

では、特定行為研修を推進してタスク・シフト

を推進しようという考えもあり、日本看護協会

が考えた看護師の役割発揮の拡大という目的と、

医師の働き方改革するための看護師へのタス

ク・シフト／シェアする目的が混在することと

なった。つまり、特定行為研修により高度実践

能力の向上につながるという面と、医師の代行

業務が増えるという一面もあり、業務が煩雑と

なった。以上のように、特定行為研修は「在宅

医療の推進」のために開始されているが、現場

では医師の働き方改革に合わせたタスク・シフ

ト／シェアの推進が推し進められる傾向にあり、

看護師側と病院側での特定行為研修のとらえ方

が違うのではないかと考えた。

　今までに、厚生労働省による特定行為研修修

了者への調査は行われており、修了者の47.1%

が認定看護師資格を取得していると報告してい

る（厚生労働省， 2022a）。さらにこの報告では、

31.6%の修了者が、過去1年間における就業先

での特定行為の実施ができていないと回答し、

その理由として52.8%が就業先に活動できるよ

うな体制がないと回答している。そこで、様々

な看護領域で行為を活用することで看護の専門

性を高め実践する看護師の役割モデルとなる認

定看護師は、特定行為をどのように考えている

のか、認定看護師が考える医師から看護師にシ

フトできる行為を明らかにすることが必要では

ないかと考えた。これらの調査結果から、どの

ように業務整理をすることがタスク・シフト／

シェアにつながるのかが明らかになり、医師か

ら看護師へとタスク・シフト／シェアされた行

為を含めた業務整理が推進され、現場の混乱も

解消されるのではないかと考えた。現場の業務

整理の推進、混乱解消などが促進されることで、

時間的・人的余裕ができ、さらには認定看護師

ができると考える特定行為研修への受講を勧め

ることが可能となるのではないかと考えた。

　約130万人の看護師が就業している中で、最

前線で約2万人のスペシャリストの認定看護師

が活躍している（日本看護協会，2022）。日本

看護協会は、専門性を高め実践する看護師の役

割モデルに近い存在として認定看護師への特定

行為研修を勧めていた。しかしながら認定看護

師の受講は増えていない。本調査により、どの

分野の認定看護師が特定行為研修を受講するこ

とが必要なのか、また、特定行為研修の対象で

あるジェネラリスト看護師がどの行為を受講す

るべきかが明確になり、特定行為研修に参加し、

学習し現場で活躍することで行為のスペシャリ

ストが増える。各施設の機能を考えた看護師を

確保することで、現場のタスク・シフト／シェ

アの推進が確実なものになるのではないかと考

える。

Ⅱ．目　　的

　認定看護師が考える現場でタスク・シフト／

シェアできる行為を明らかにする。

Ⅲ．方　　法

１．研究デザイン

　量的記述的研究

２．対　　象

　日本看護協会に登録されているＡ県在住の全

分野の認定看護師1056名（2022年7月確認）

のうち調査協力の同意を得られた認定看護師

1033名（204施設）である。

３．調査期間

　2023年7月24日～ 8月25日

４．調査方法

　日本看護協会に登録されているＡ県の各施設

長・看護部長宛てに依頼文、説明文を送付した。

調査協力の同意を得られた施設長・看護部長か

ら認定看護師へ、調査票のQRコードの印刷さ

れた説明文の配布を依頼した。同意の得られた

認定看護師にQRコードから調査に回答を求め

た。

５．調査内容

1 ）	対象者の属性として、「看護師経験年数」「勤

務形態」「就業場所」「施設規模」「認定看護

師分野」「認定看護師経験年数」「特定行為

研修受講の有無」「特定行為研修受講希望の

有無」とした。

2 ）	医師から看護師へタスク・シフト／シェア

できると考える行為については、厚生労働
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省、特定行為に係る看護師の研修制度、特

定行為区分とは （厚生労働省HP） より、「特

定行為」38項目について、「非常にそう思

う」「そう思う」「あまり思わない」「全く思

わない」の4段階で評価を求めた。

６．分析方法

1 ）	対象者の属性については、各項目で記述統

計を行った。

2 ）	認定看護師がタスク・シフト／シェアでき

ると考える行為については記述統計を行っ

た。

3 ）	施設規模により病床機能も異なるため、認

定看護師が考える医師からタスク・シフト

／シェアできる行為が異なるのではないか

と考え、施設規模については500床未満

（100施設）を中小規模、500床以上（129

施設） を大規模とし、 2群間の比較を、χ 2検

定で行った（p<0.05）。

７．倫理的配慮

　本研究の実施に先立ち研究内容について人間

環境大学研究倫理審査委員会の承認を得た。（承

認番号：2023N-001）。

　本研究の参加者には調査の趣旨について説明

し、調査結果が研究報告されることを事前に通

知し同意を得てWeb回答を行ってもらった。

Ⅳ．結　　果

　1．対象者の属性

　回収数は235名で回収率は22.7%であった。

　回答者の看護師経験年数は21～30年がn=  

131（55.8%）と多く、次いで11～20年の

n=70（29.8%）であった。勤務形態は常勤が

n=229 （97.4%） と一番多かった。就業場所は

病院がn=214 （91.1%） と多かった。施設規模

は600床未満がn=44（18.7%）と一番多く、

次いで800床以上がn=34（14.5%）であった。

回答の得られた認定分野の内訳については皮

膚・排泄ケア認定看護師が一番多くn=30（12.8 

%）で、次いで摂食・嚥下障害看護認定看護師

のn=28（11.9%）であった。認定看護師経験

年数は平均8.53±5.13年であった。特定行為

研修受講の有無についてはB課程修了がn=56

（23.8%）と一番多かった。特定行為研修受講

希望の有無については受講したくないがn=125

（53.2%）と多かった。（表１）

　2．認定看護師がタスク・シフト／シェアでき

ると考える行為についての全体結果を以下にま

とめる。（表２）

　「非常に思う」「思う」を合わせて70%を超え

ていたのは4行為で、【脱水症状に対する輸液に

よる補正】n=187（81.0%）、【褥瘡又は慢性創

傷の治療における血流のない壊死組織の除去】

n=185 （79.4%）、 【持続点滴中の高カロリー輸液

の投与量の調整】 n=164 （70.1%）、 【創傷に対

する陰圧閉鎖療法】 n=163 （71.2%） であった。

　30%以下であった行為は5行為で、【一時的

ペースメーカの操作及び管理】n=61（26.5%）、

【一時的ペースメーカリードの抜去】n=67

（29.1%）、【経皮的人工心肺補助装置の操作及

び管理】 n=41 （18.0%）、 【大動脈内バルーンパ

ンピングからの離脱を行うときの補助頻度の調

整】n=51（22.3%）、【心嚢ドレーン抜去】n=  

48 （21.0%） であった。

　3．施設規模による認定看護師が考えるタス

ク・シフト／シェアできる行為の比較は2行為

であった。【心嚢ドレーン抜去】は、大規模病院

において 「思う」 と答えたのがn=34 （27%） と

小規模病院に比べ有意に多かった（p =0.013）。

【腹腔ドレーン抜去】も大規模病院が「思う」が

n=63（49.6%）と有意に多かった（p =0.01）。

（表３）

Ⅳ．考　　察

　日本看護協会に登録しているＡ県の認定看護

師、204施設の認定看護師1033名を対象に、

Web調査を行った。回収数は235名で、回収率

は22.7%であった。回収率が低かった理由とし

ては、調査時期に、コロナ感染症が5類に引き

下げられ、コロナ病床の確保もなくなり、閉鎖

していた病棟の再開などで人員に余裕がない背

景があると考える。また、制度開始前に日本看

護協会が認定看護師を対象に行った調査（日本

看護協会，2015）においても回収率が15.8%

と低かったことから、特定行為そのものに関心

が低いことも考えられ、回収率の低さは限界で

あると考える。

１．対象者の属性

　看護師経験年数は21～ 30年が半数以上を占

めており、かつ、認定看護師経験年数は平均

8.53±5.13年である。これは、認定看護師と
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表１　対象者の属性

n %

看護師経験年数 5年以内 001 00.4
（n=235） 5〜 10年 001 00.4

11 〜 20年 070 29.8
21 〜 30年 131 55.8
31年以上 032 13.6

勤務形態 常勤 229 97.4
（n=235） ⾮非常勤 004 01.7

パート 002 00.9

就業場所 病院 214 91.1
（n=235） 診療所 004 01.7

訪問看護ステーション 010 04.3
介護福祉施設 002 00.9
教育関係 005 02.1

施設規模 100床未満 009 03.8
（n=235） 200床未満 027 11.5

300床未満 025 10.6
400床未満 020 08.5
500床未満 019 08.1
600床未満 044 18.7
700床未満 041 17.4
800床未満 010 04.3
800床以上 034 14.5
その他（教育関係・介護福祉施設） 006 02.6

認定看護師分野 皮膚・排泄ケア 030 12.8
（n=235） 摂食・嚥下障害看護 028 11.9

感染管理 021 08.9
がん性疼痛看護 019 08.1
認知症看護 018 07.7
緩和ケア 016 06.8
訪問看護 015 06.4
がん化学療法看護 014 060.
救急看護 010 04.3
脳卒中リハビリテーション看護 009 03.8
集中ケア 008 03.4
手術看護 008 03.4
慢性心不全看護 006 02.6
糖尿病看護 006 02.6
慢性呼吸器疾患看護 006 02.6
がん放射線療法看護 005 02.1
クリティカルケア 005 02.1
透析看護 004 01.7
乳がん看護 004 01.7
新生児集中ケア 002 00.9
小児プライマリケア 001 00.4

認定看護師経験年数平均 8.53±5.13（年）

特定行為研修受講の有無 受講修了 030 12.7
（n=235） 受講中 008 03.4

受講予定 029 12.3
B課程修了 056 23.8
無回答 112 47.7

特定行為研修受講希望の有無 受講したい 082 34.9
（n=235） 受講したくない 125 53.2

無回答 028 11.9
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表２　認定看護師がタスク・シフト/シェアできると考える特定行為

特定行為 n
非常に思う 思う 思わない 全く思わない

n (%) n (%) n (%) n (%)

［経口用または経鼻用気管チューブの位置調整］ 234 44 (19) 111 (47) 057 (24) 22 0(9)

［侵襲的陽圧換気の設定変更］ 230 25 (11) 071 (31) 104 (45) 30 (13)

［非侵襲的陽圧換気の設定変更］ 228 29 (13) 111 (49) 061 (27) 27 (12)

［人工呼吸器管理下の鎮静薬の投与量調整］ 231 24 (10) 075 (32) 092 (40) 40 (17)

［人工呼吸器からの離脱］ 230 23 (10) 070 (30) 099 (43) 38 (17)

［気管カニューレの交換］ 229 33 (14) 097 (42) 065 (28) 34 (15)

［一時的ペースメーカの操作及び管理］ 230 11 0(5) 050 (22) 118 (51) 51 (22)

［一時的ペースメーカリードの抜去］ 230 13 0(6) 054 (23) 105 (46) 58 (25)

［経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理］ 228 07 0(3) 034 (15) 118 (52) 69 (30)

［大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うときの
補助の頻度の調整］

229 060 (3) 045 (20) 115 (50) 63 (28)

［心嚢ドレーン抜去］ 229 06 0(3) 042 (18) 118 (52) 63 (28)

［低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び変更］ 228 21 0(9) 080 (35) 086 (38) 41 (18)

［胸腔ドレーン抜去］ 230 16 0(7) 056 (24) 108 (47) 50 (22)

［腹腔ドレーン抜去（腹腔内留置針の抜針含む）］ 231 23 (10) 074 (32) 089 (39) 45 (19)

［胃ろうカテーテル、腸ろうカテーテル、胃ろうボタン
の交換］

231 33 (14) 089 (39) 076 (33) 33 (14)

［膀胱瘻カテーテル交換］ 230 35 (15) 080 (35) 082 (36) 33 (14)

［中心静脈カテーテル抜去］ 231 44 (19) 101 (44) 063 (27) 23 (10)

［末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿⼊入］ 230 30 (13) 083 (36) 088 (38) 29 (13)

［褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織
の除去］

233 72 (31) 113 (48) 036 (15) 12 0(5)

［創傷に対する陰圧閉鎖療法］ 229 67 (29) 096 (42) 051 (22) 15 0(7)

［創部ドレーン抜去］ 229 46 (20) 097 (42) 064 (28) 22 (10)

［直接動脈穿刺による採血］ 230 51 (22) 077 (33) 073 (32) 29 (13)

［橈骨動脈ライン確保］ 231 38 (16) 072 (31) 082 (35) 39 (17)

［急性血液浄化療法における血液透析器、血液透析濾過
器の操作・管理］

228 13 0(6) 076 (33) 097 (43) 42 (18)

［持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調節］ 234 56 (24) 108 (46) 042 (18) 28 (12)

［脱水症状に対する輸液による補正］ 231 61 (26) 126 (55) 025 (11) 19 0(8)

［感染兆候にある者に対する薬剤の臨時投与］ 231 24 (10) 085 (37) 092 (40) 30 (13)

［インスリンの投与量調整］ 228 28 (12) 087 (38) 085 (37) 28 (12)

［硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量調整］ 228 20 0(9) 087 (38) 087 (38) 34 (15)

［持続点滴中のカテコラミン投与量調整］ 230 18 0(8) 069 (30) 108 (47) 35 (15)

［持続点滴中のナトリウム、カリウム、クロールの投与
量の調整］

230 21 0(9) 083 (36) 096 (42) 30 (13)

［持続点滴中の降圧剤の投与量の調整］ 227 26 (11) 085 (37) 086 (38) 30 (13)

［持続点滴中の糖質輸液、電解質輸液の投与量の調整］ 228 27 (12) 105 (46) 070 (31) 26 (11)

［持続点滴中の利尿剤の投与量の調整］ 228 24 (11) 080 (35) 095 (42) 29 (13)

［抗けいれん薬の臨時投与］ 231 24 (10) 082 (35) 092 (40) 33 (14)

［抗精神薬の臨時投与］ 231 28 (12) 084 (36) 087 (38) 32 (14)

［抗不安薬の臨時投与］ 230 30 (13) 093 (40) 076 (33) 31 (13)

［抗がん剤その他の薬剤が血液外漏出した時のステロイ
ド薬の局所注射及び投与量の調整］

232 26 (11) 089 (38) 085 (37) 32 (14)
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表３　施設規模による認定看護師がタスク・シフト/シェアできると考える特定行為の比較

特定行為 n

大規模 中小規模

p値 φ係数思う 思わない 思う 思わない

n（%） n（%） n（%） n（%）

［経口用または経鼻用気管チューブの位置調整］ 234 86 (66.7) 43 (33.3) 69 (65.7) 36 (34.3) 0.878 ─0.010

［侵襲的陽圧換気の設定変更］ 230 57 (45.2) 69 (54.8) 39 (37.5) 66 (62.5) 0.236 ─0.078

［非侵襲的陽圧換気の設定変更］ 228 80 (63.5) 46 (36.5) 60 (58.8) 42 (41.2) 0.472 ─0.048

［人工呼吸器管理下の鎮静薬の投与量調整］ 231 55 (43.3) 72 (56.7) 44 (42.3) 60 (57.7) 0.879 ─0.010

［人工呼吸器からの離脱］ 230 51 (40.2) 78 (59.8) 42 (40.8) 61 (59.2) 0.924 0.006

［気管カニューレの交換］ 229 71 (56.8) 54 (43.2) 59 (56.7) 45 (43.3) 0.992 ─0.001

［一時的ペースメーカの操作及び管理］ 230 37 (29.4) 89 (70.6) 24 (23.1) 80 (76.9) 0.282 ─0.071

［一時的ペースメーカリードの抜去］ 230 40 (31.7) 86 (68.3) 27 (26.0) 77 (74.0) 0.337 ─0.063

［経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理］ 228 27 (21.6) 98 (78.4) 14 (13.6) 88 (86.4) 0.177 ─0.104

［大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うときの
補助の頻度の調整］

229 30 (24.0) 95 (76.0) 21 (20.2) 83 (79.8) 0.490 ─0.046

［心嚢ドレーン抜去］ 229 34 (27.0) 92 (73.0) 14 (13.6) 89 (86.4) *0.013* ─0.164

［低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び変更］ 228 57 (46.0) 67 (54.0) 44 (42.3) 60 (57.7) 0.579 ─0.037

［胸腔ドレーン抜去］ 231 44 (34.9) 82 (65.1) 28 (26.9) 76 (73.1) 0.100 ─0.086

［腹腔ドレーン抜去（腹腔内留置針の抜針含む）］ 231 63 (49.5) 64 (50.4) 34 (32.7) 70 (67.3) *0.01*0 ─0.171

［胃ろうカテーテル、腸ろうカテーテル、胃ろうボタン
の交換］

231 65 (51.2) 62 (48.8) 57 (54.8) 47 (45.2) 0.583 0.036

［膀胱瘻カテーテル交換］ 230 63 (50.0) 63 (50.0) 52 (50.0) 52 (50.0) 1.036 0.036

［中心静脈カテーテル抜去］ 231 83 (65.4) 44 (34.6) 62 (59.6) 42 (40.4) 0.369 ─0.059

［末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿⼊入］ 230 66 (52.4) 60 (47.6) 47 (41.6) 57 (54.8) 0.278 ─0.072

［褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織
の除去］

233 102 (79.7) 26 (20.3) 83 (79.0) 22 (21.0) 0.904 ─0.008

［創傷に対する陰圧閉鎖療法］ 229 90 (71.4) 36 (28.6) 73 (70.9) 30 (29.1) 0.927 ─0.006

［創部ドレーン抜去］ 229 84 (67.2) 41 (32.8) 59 (56.7) 45 (49.3) 0.103 ─0.108

［直接動脈穿刺による採血］ 230 68 (53.5) 59 (46.5) 60 (58.3) 43 (41.7) 0.475 0.047

［橈骨動脈ライン確保］ 231 67 (52.8) 60 (47.2) 43 (41.3) 61 (58.7) 0.084 ─0.114

［急性血液浄化療法における血液透析器、血液透析濾過
器の操作・管理］

228 56 (44.4) 70 (56.6) 33 (37.1) 69 (67.6) 0.063 ─0.123

［持続点滴中の⾼高カロリー輸液の投与量の調節］ 234 92 (71.9) 36 (28.1) 72 (67.9) 34 (32.1) 0.511 ─0.043

［脱水症状に対する輸液による補正］ 231 102 (80.3) 25 (19.7) 85 (81.7) 19 (18.3) 0.785 0.018

［感染兆候にある者に対する薬剤の臨時投与］ 231 59 (46.5) 68 (53.5) 50 (48.1) 54 (51.9) 0.806 0.016

［インスリンの投与量調整］ 228 69 (55.2) 56 (44.8) 46 (44.7) 57 (55.3) 0.113 ─0.105

［硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量調整］ 228 62 (49.6) 63 (50.4) 45 (43.7) 58 (56.3) 0.373 ─0.059

［持続点滴中のカテコラミン投与量調整］ 230 54 (42.9) 72 (57.1) 33 (31.7) 71 (68.3) 0.083 ─0.114

［持続点滴中のナトリウム、カリウム、クロールの投与
量の調整］

230 62 (49.2) 64 (50.3) 42 (40.4) 62 (59.6) 0.181 ─0.088

［持続点滴中の降圧剤の投与量の調整］ 227 64 (52.0) 59 (48.0) 47 (45.2) 57 (54.8) 0.304 ─0.068

［持続点滴中の糖質輸液、電解質輸液の投与量の調整］ 228 78 (61.9) 48 (38.1) 54 (52.9) 48 (47.1) 0.173 –0.090

［持続点滴中の利尿剤の投与量の調整］ 228 61 (48.8) 64 (51.2) 43 (41.7) 60 (58.3) 0.287 ─0.070

［抗けいれん薬の臨時投与］ 231 59 (46.8) 67 (53.2) 47 (44.8) 58 (55.2) 0.754 ─0.021

［抗精神薬の臨時投与］ 231 58 (46.0) 68 (54.0) 54 (51.4) 51 (48.6) 0.414 0.054

［抗不安薬の臨時投与］ 230 66 (52.4) 60 (47.6) 57 (54.8) 47 (45.2) 0.713 0.024

［抗がん剤その他の薬剤が血液外漏出した時のステロイ
ド薬の局所注射及び投与量の調整］

232 62 (46.8) 65 (51.2) 53 (50.5) 52 (49.5) 0.802 0.016

*χ2検定（p<0.05）
大規模病院＝500床以上（129施設）、中⼩小規模＝500床未満（100施設）
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いうスペシャリストとして充分な経験年数であ

り、今回の調査に適切に回答できる対象であっ

たと考える。認定看護師とは、ある特定の看護

分野において、熟練した看護技術と知識を有し

たものとして日本看護協会が認定した看護師の

ことを言う。特定行為研修修了者に対して行っ

た調査では、15 ～ 25年未満が7割を占めてお

り、中堅からエキスパートの段階の看護師であっ

た（永井ら，2017）が、本調査は、エキスパー

トである認定看護師を対象としたため、看護師

経験年数10年未満は1%以下であり、21年～

30年が131名で約56%を占めていた。認定看

護師受験資格は看護師免許取得後通算5年の実

務経験が必要で、そのうち通算3年以上の特定

の認定看護分野における実務経験が必要である

ことが関係している。

　特定行為研修は、2015年10月の制度を開始

すると同時に、日本看護協会は、厚生労働省認

可の指定研修機関として全分野の認定看護師を

対象とした研修を開始した。指定研修機関は、

2015年創設当時14機関であったが2023年2

月現在で360機関と増えている（厚生労働省，

2023）。就業場所についても、特定行為研修修

了者の74.8%が病院勤務であった結果（厚生労

働省，2022a）と同様に、本調査の対象者の就

業場所は90%以上が病院であった。また特定行

為研修の受講の希望の有無については半数以上

（53.2%）が「受講したくない」と回答してい

た結果は、中原ら（2021）の調査で、診療看護

師（以下NP）を増やす必要があるとわかってい

ても65%がNPになることに興味がないと回答

していた結果と同様であった。

　施設規模については、今回対象としたＡ県内

の病院は79.5%が300床未満の病院であり、全

国の施設規模の割合と同じである（厚生労働省，

2022b）。本調査の対象者が所属する施設は、300

床未満は61施設（26.0%）、500床以上は129

施設（54.9%）であった。本調査の対象者はＡ

県内の大規模病院勤務者が多い結果となった。

　また、今回の調査での回答者の認定看護師分

野については、全国約23,000人の認定看護師

の認定別の割合と大きな相違はなかった（日本

看護協会，2022）。

　2010年特定行為研修開始前に行われた医行

為の範囲に関する調査（前原ら，2011）では、

認定看護師の回答者は12%弱程度であった。し

かし、2020年度特定行為研修修了者に対して

の調査（厚生労働省，2022a）では、研修修了

生うち47.1%が認定看護師資格を有していた。

本調査でも、特定行為研修受講の有無に対して

の回答で、50%強が特定行為研修を受講したか

受講予定者であった。これは2020年から開始

された新たな認定看護師（Ｂ課程）修了者が増

えてきたことも関係していると考える。また、

特定行為研修も集中治療パッケージ等パッケー

ジ化され受講しやすい時間数になってきている

ことも、特定行為研修を受講する認定看護師が

増加してきたことと、関係があると考える。

２．	認定看護師がタスク・シフト／シェアでき

ると考える行為について

　タスク・シフト／シェアできると回答したも

のが30%以下である行為、すなわち、できない

と考えらえている行為は【一時的ペースメーカ

の操作及び管理】【一時的ペースメーカリードの

抜去】【経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理】

【大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行う

ときの補助頻度の調整】【心嚢ドレーン抜去】の

5行為であった。これら5行為は「循環器関連」

区分であり、「循環器関連」区分についてはタス

ク・シフト／シェアできないと認定看護師は考

えていることが示唆された。厚生労働省に認証

された特定行為研修を行う指定研修機関は、医

政局看護局調べでは2023年8月現在で373機

関あるが、開講している指定研修機関のうち、

「循環器関連」区分は62機関、「心嚢ドレーン管

理関連」区分は26機関であり、開講している指

定研修機関も都市部であることから、地方の病

院では循環器関連については症例数も少ないた

め、必要性を感じていない、もしくはその症例

の看護を経験する機会が少ないため、タスク・

シフト／シェアできるという回答が少なかった

と考える。また、回答者の53.2%は特定行為研

修を受講したくない、11.9%は無回答であった

背景からも、タスク・シフト／シェアについて

は否定的であることも想定され、そのことも影

響していると推察される。

　その一方で、行為に対して医師の学会は肯定

的で、日本心臓血管外科の学会の提言（日本心

臓外科学会，2021）では、タスク・シフト／

シェアを推進していくために、まず看護師の特
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定行為研修を支援することが重要と考えており、

学会が推奨する看護師特定行為を定めている。

その内容は、集中治療領域パッケージ、「循環動

態に係る薬剤投与関連」区分、「心嚢ドレーン管

理関連」区分、「胸腔ドレーン管理関連」区分の

4つである。集中治療領域パッケージには「循

環器関連」区分が含まれている。日本循環器学

会からの提言（日本循環器学会，2021）でも、

推奨特定行為区分を定めており、推奨特定区分

すべてを修了した看護師には学会から修了証明

書の発行を行っている。急性期での推奨特定行

為区分は、「呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）

関連」区分、「循環器関連」区分、「動脈血液ガ

ス分析関連」区分、「心嚢ドレーン関連」区分、

「感染に係る薬剤投与関連」区分、「循環動態に

係る薬剤投与関連」区分の6区分である。また、

日本麻酔科学会（2023）は「麻酔関連業務にお

ける特定行為研修修了看護師の安全管理指針」

を作成しており、術中麻酔管理領域パッケージ、

もしくは、「呼吸器（気道確保に係るもの）関連」

区分、「呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連」

区分、「動脈血ガス分析関連」区分、「栄養及び

水分管理に係る薬剤投与関連」区分、「術後疼痛

管理関連」区分、「循環動態に係る薬剤投与関連」

区分の6区分すべての研修を修了している看護

師を特定行為研修修了看護師としている。この

ように医師は関連学会を通して循環器関連に関

して協力体制をとっているが、安原ら（2015）

の結果にあるように、地方の医師と関心度の差

があることは否めない。

　70%以上がタスク・シフト／シェアできると

回答していたのは【脱水症状に対する輸液によ

る補正】【褥瘡又は慢性創傷の治療における血流

のない壊死組織の除去】【持続点滴中の高カロ

リー輸液の投与量の調整】【創傷に対する陰圧閉

鎖療法】の4行為であった。【脱水症状に対する

輸液による補正】【持続点滴中の高カロリー輸液

の投与量の調整】については、日本看護協会が

先行して行った特定行為研修や、2020年から

開始した新たな認定看護師過程（Ｂ課程）にお

いても、すべての認定看護師が実践で活用でき

ると考え、必須科目として組み込んだ1区分で

あったことで、認定看護師が水分管理できる状

況となっているため、タスク・シフト／シェア

できると回答したのではないかと考えられる。

創傷管理関連区分の【褥瘡又は慢性創傷の治療

における血流のない壊死組織の除去】【創傷に対

する陰圧閉鎖療法】の2行為については、日本

創傷・オストミー・失禁管理学会会員活動調査

報告 （2013～2016年報告） によると （間宮ら，

2019）、特定行為研修開始前から、会員の約

40%が「外科的デブリードマン」を実施してお

り、また「陰圧閉鎖療法の実施」は会員の50%

以上が専門的活動として実施している。しかし、

2018年の同活動調査報告（間宮ら，2020）で

は特定行為研修修了者は18%弱程度であったこ

とが示すように、同じ行為であっても、特定行

為として実施することには肯定的ではなかった。

特定行為研修制度開始前から皮膚・排泄ケア認

定看護師は直接指示のもと、専門的活動として

実施していたため、改めて特定行為研修を受講

しなくても活動ができることから、特定行為研

修を修了した皮膚・排泄ケア認定看護師は少な

いのではないかと考える。

　タスク・シフト／シェアできるとの回答が30 

%以上70%未満の行為のなかで、【透析管理関

連】については、開講研修機関も少なく、その

ため特定行為研修修了生も少ないが、本調査の

対象者の39%がタスク・シフト／シェアできる

と考えている。また同じように開講機関と修了

者の少ない【皮膚損傷にかかる薬剤投与関連】

については、49%の認定看護師がタスク・シフ

ト／シェアできると考えている。特定行為研修

修了者数の少ない【腹腔ドレーン管理関連】は

本調査の対象者の約42%がタスク・シフト／

シェアできると考えていることから、本研究対

象の認定看護師は大規模病院が半数であったこ

とが関与している。山本ら（2022）の報告にも

あるように、病床規模が大きくなるにつれ、特

定行為研修の指定研修機関に指定されている病

院において、研修修了者が存在する確率が高く

なっていることも関連があると考える。

　回答者の54.9%が500床以上の施設に所属

していたため、施設規模500床以上と未満の2

群で比較した結果で、タスク・シフト／シェア

ができないと考えられた【心嚢ドレーン抜去】

【腹腔ドレーン抜去】の2行為については、中小

規模病院の管理者対象の調査（安原ら，2015）

の、100床未満の病院の管理者が、タスク・シ

フト／シェアの行為に該当しないと回答してい
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た結果と一致していた。これらの2行為は侵襲

度の高い行為であり、医師が少ない中小規模病

院では、症例も少なく、指導できる医師も少な

いためと考える。中小規模の病院の割合が多い

都道府県では指定研修機関も少なく、地域医療

の推進の視点から考えると、ますます地域格差

につながるのではないかと考える。実際に指定

研修機関が2機関以下の県は、病院数も少なく、

修了者数も少ない（厚生労働省，2023）。地域

医療の推進をするためには、指定研修機関の偏

在なども検討する必要があるのではないかと考

える。厚生労働省が行った実態調査結果では、

特定行為研修修了看護師の各施設の配置状況は、

1人が43%、2～ 3人が30%と、約7割以上

の施設が少人数配置であり、一方で400床以上

の病院では10人以上の修了者の配置をしている

ところもあると報告しているように、複数配置

できる施設は大規模病院になる （厚生労働省，

2022b）。山本ら（2022）の報告でも特定行為

研修修了者の導入・配置に関する要因には、病

院規模が大きいこと、指定研修機関であること

に関連があるとしている。多くの県は300床以

下の病院の占める割合が80%以上であり、地方

都市の中小規模病院では指定研修機関も少なく

特定行研修の受講が困難、各施設においての特

定行為実習・実施も困難、さらには複数配置も

困難な状況にある。

　特定行為研修の受講者を増やすためには色々

と課題がある。過去一年間における就業先にお

いて行為を実施していない者の割合は31.6%

で、その理由として半数以上の特定行為研修修

了者が活動できるような体制がないと回答して

おり、行為を実施するにあたり特定行為研修制

度を職場で周知することに困難を感じている修

了生が半数以上いる（厚生労働省，2022a）。今

回の調査においては回答者がすでに特定行為研

修を受講修了もしくは受講中が16.1%であり、

半数以上は受講を希望したくないと思っている。

そのため、タスク・シフト／シェアできる行為

を明らかにすることで、特定行為研修の受講者

を増やすことにはならない。しかしながら、特

定行為が看護師全体のレベルアップを目指す目

的で開始された経緯からも、今後、今ある課題

を整理して、特定行為研修受講者を増やすこと

は求められる。本研究で明らかになったタスク・

シフト／シェアできる行為については、今後各

施設でタスク・シフト／シェアを推進していく

ための一助となるのではないか。スペシャリス

トである認定看護師のうち、どの分野の認定看

護師を特定行為研修受講させるのか、病院機能

として必要な行為についてはどのジェネラリス

ト看護師を受講させるのか、そのためには他の

職種に業務をタスク・シフト／シェアできる体

制を構築するなど、病院として進むべき方向を

検討するときに役に立つと考える

　また、認定看護師が考えるタスク・シフト／

シェアできる行為について、各施設のニーズに

あてはめて再考することで業務の効率化が図れ

るものと考える。専門分野で看護の質の向上に

寄与している認定看護師と、特定行為研修修了

生の活用は、組織でのタスク・シフト／シェア

推進には必要である。

Ⅴ．結　　論

　日本看護協会登録でＡ県在住の認定看護師を

対象に、タスク・シフト／シェアできると考え

る行為について調査を行った。その結果、認定

看護師がタスク・シフト／シェアできると考え

た行為は【脱水症状に対する輸液による補正】

【褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊

死組織の除去】【持続点滴中の高カロリー輸液の

投与量の調整】【創傷に対する陰圧閉鎖療法】の

4行為であった。タスク・シフト／シェアできな

いと考える行為は【一時的ペースメーカの操作

及び管理】【一時的ペースメーカリードの抜去】

【経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理】【大

動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うと

きの補助頻度の調整】【心嚢ドレーン抜去】の5

行為であった。

　施設規模2群での比較では、【心嚢ドレーン抜

去】【腹腔ドレーン抜去】の2行為に関連が認め

られた。
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